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安全の社会的形成に関する予備的考察

原 拓 志

本稿は,高 度技術システムのネットワークの安全の形成について,経 営学の立場

から研究する際の価値観,研 究対象,研 究方法についての予備的な検討である。こ

の研究は,第 二の近代における社会の自己内省実践の一つとして価値的に位置づけ

られる。研究対象としては,現 代社会において高度技術システムのネットワークの

安全や危険の形成に主として関わっている企業内および企業間における科学 ・技術

の開発 ・生産 ・運用を中心として,そ れに関わる大学や政府機関など,そ れ以外の

組織や制度も含めた安全(あ るいは危険)の 形成過程が取 り上げられるべきである。

こうした過程を明らかにするための研究方法として,「技術の社会的形成」アプロ

ーチが提案される。この研究アプローチの安全(あ るいは危険)の 形成過程への適

用の有効性は,サ リドマイ ドおよび新幹線の安全形成過程に関する試験的な事例研

究によって確かめられた。

キーワー ド 高度技術 システム,安 全,危 険社会,技 術の社会的形成

1開 題

1)
現代社会は,高 度技術システムのネ ットワークを骨組みとして成 り立っている。高度技術

システムという言葉には,そ れが社会の歴史か ら見ればごく最近開発 されたばかりの技術 シ

ステムであ り,非 常に複雑で,複 合的で,統 合的で,と きに大規模で,強 力で,(加 えて/

あるいは)不 可視的であるということが含意 されている。様々な高度技術システムがあるが,

それらは しばしば相互依存の関係にある。化学工場で考えれば,プ ラン ト設備,コ ンピュー

タ制御システム,電 力や蒸気などのユーティリティシステム,貯 蔵 ・運搬システム,防 火防

爆設備,環 境対策設備,情 報通信 システム,防 犯システムなど,そ れぞれが高度技術 システ

ムであるとともに,い ずれかが正常に機能 しな くなると,全 体としての機能が,技 術的に,

あるいは社会的に停止する結果を招 く可能性がある。つまり,高 度技術 システムはネ ットワ

ークを形成 し,そ れに大いに影響される。ここで注意 しておかなければならないことは,個 々

の高度技術システムでさえ,全 体を理解 している人は,人 口のごく少数であ り,ま して,そ

のネ ットワークに至っては,そ の全体を理解 している人 も,理 解できる人も,誰 一人存在 し

ないと言 い切れることだ。
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事態の重大性は,あ と一言付け加えるだけで明らかとなる。高度技術 システムは,し ば し

ば,潜 在的に大いに危険である。原子力発電所,飛 行機,鉄 道,近 代的な工場,医 薬品など

誰もが潜在的な危険を理解できるものはもちろんのこと,ガ ス湯沸か し器,電 気ファンヒー

ター,乳 製品,自 動車,エ レベータ,回 転 ドアなどが人の命を奪 った近年の事件か らは,ふ

だん何気な く接 している比較的単純そうに見える技術 も,実 は高度技術 システムの一部で し

かないことがわかる。ガス湯沸かし器ではガスの供給や燃焼や換気などのシステムが,乳 製

品では有害な細菌の繁殖を防 ぐ滅菌や冷却や保存などの技術が,自 動車では高速回転に耐え

る素材や設計などの技術が,エ レベータや回転 ドアでは制御やセンサなどの技術が確実に機

能 していて,は じめて安全な使用が可能になっているのである。

さらに,わ れわれの生活や生命を支える電力 も水 も食料 も建物 も衣服 も通信網もすべて,

その生産から供給にいたるまで,高 度技術システムに頼 っており,そ れがまた他の高度技術

システムに支え られている。原子力発電の安全な操業を制御 しているコンピュータシステム,

そのコンピュータシステムを機能させているソフ トウェア,そ のソフ トウェアのプログラ ミ

ングをサポー トしている自動プログラム作成のプログラム,そ のプログラムを設計 したシス

テムエ ンジニア,そ のシステムエンジニアの体調を支えている食品,そ の食品の品質を保 っ

ている冷蔵装置,そ の冷蔵装置を動かしている電カ……というように高度技術 システムは幾

重にも連鎖 しなが ら,わ れわれの社会を成 り立たせている。要す るに,わ れわれの当たり前

の日常は,高 度技術 システムのネットワークの上にな りたっている。そして,こ のネ ットワ

ークの安定性ない し安全性 は
,高 度技術 システム間の関係において,そ れぞれが予測された

2)範囲内
で機能することが前提で成 り立 っているといえる。この予測を超えた事態が発生す る

と,不 具合や事故が起きて,不 便が生 じた り,人 が傷ついたり,最 悪の場合,生 命を落 とし

たり,と いう深刻な事態につながる。われわれは,一 面で,高 度技術システムのネ ットワー

クの創造主であるとともに,他 面で,そ れに生命や生活を支配 されている囚人なのである。

ところで,現 代社会において,個 々の高度技術 システムあるいはそのサブシステムの開発

や生産や運用を担 っているのは,多 くの場合,企 業である。企業では,事 業 目的を もって,

これらの システムやサブシステムを開発 ・生産 ・運用 している。そこには,限 定的ながらも,

一応の計画があ り,計 算がある。他方,高 度技術 システムのネッ トワークについては,部 分

的な リンクこそ個 々の高度技術システム構築の際に合目的的 ・合理的に張 られるものである

が,そ のことが,ネ ットワーク全体において何をもたらすかを知 る者は誰 もいない。個々の

企業など技術 システムの開発 ・生産 ・運用主体は,し ば しば,そ れぞれが独立 して新たなシ

ステムをネットワークに組み込んでいく。 したがって,ネ ットワーク全体 としては,計 画 も

展望もな く,た だ作 られているにすぎない。 しかし,い ったん高度技術 システムにおいて不

具合や事故が発生すると,こ の被害は,そ の技術 システムを開発 ・生産 ・運用する企業だけ
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にとどまらず,ネ ットワークを介 して,広 く企業外部の社会にまで及ぷことになる。こうし

た場合,そ の企業 は,社 会的制裁を受けた り,多 大な損失を被 ったりすることになる。その

打撃は,時 に致命的であり,企 業を倒産に追い込むことすらある。 したがって,高 度技術 シ

ステムの安全,あ るいは,そ のネ ットワークの安全のマネジメントは,企 業経営の主要課題

の一つとして位置づけられるべきである。 もちろん,直 接の被害が及ぷことになるか もしれ

ない企業外部の社会にとっても,高 度技術 システムの不具合や事故は,第 一に回避 されるべ

きものであることは言 うまでもない。 したがって,高 度技術システムの安全,あ るいは,そ

のネ ットワークの安全を考える上で,高 度技術 システムの開発 ・生産 ・運用を担 う企業の活

動は特に重視 されるべきである。

ところが,現 代の経営学において,高 度技術 システムの安全,あ るいは,そ のネ ットワー
3)

クの安全の問題は,必 ず しも充分に議論されているとは思えない。近年,技 術やイノベーシ

ョンのマネジメン トの議論が盛んにな っているが,そ の関心は専 ら新製品開発やサプライチ

ェー ンの効率化など競争力や収益性の向上 に向けられ,高 度技術 システムやそのネ ットワー

クの安全が,そ の重要性に見合うだけの注 目を与えられているとはいえない。 もしかす ると,

高度技術システムやそのネッ トワークの安全の問題が,経 営学の問題ではな く工学や心理学

の問題であると片付けられているか らかもしれない。本稿は,高 度技術システムのネッ トワ

ークの安全の問題が経営学の問題で もあることを明らかにし,経 営学の立場から,こ の問題

に具体的に取 り組むうえでの,分 析視角や研究方法,研 究課題について予備的な考察を行 う

ものである。本稿の議論は,今 後の研究の一つの礎石 としての役割を果たす ものである。

本稿は,こ の節を含めて5節 で構成 される。次節では,先 行研究の議論 と関連づけながら,

この研究の価値的な立場を明らかにす る。第3節 では,こ の研究の方法論的立場として採用

される 「技術の社会的形成」アプローチについて論 じる。第4節 では,文 献情報に基づいた,

サリドマイ ドと新幹線の安全形成過程の試験的な事例研究を用いて,「 技術の社会的形成」

アプローチの安全(危 険)形 成過程の研究への適用可能性を確かめる。最後 に第5節 におい

て本稿での議論をまとめるとともに今後の研究課題を示す。

2高 度技術システムのネ ットワークと危険社会

現代社会における高度技術 システムのネ ットワークの安全についての研究を価値的に位置

づけるうえで,基 盤の一つとなるのがウル リヒ・ベ ックの 「危険社会』である。ベ ックは,

現代の産業社会は,第 二の近代である自己内省的近代(Beck1992,p.10;邦 訳10頁)の 段

階にあるとする。第一の近代たる伝統的近代においては,社 会の対極物 として自然があった。

近代の産業社会は自然を取 り込み,そ の力を使 いなが ら人工的な自然を作 り出してきた。そ

れが即ち技術 システムである。これが次第に高度化 され,連 結されて,(筆 者の論 じる)高
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度技術システムのネットワークとなっていった。ベ ックによれば,自 己内省的近代の産業社

会は,産 業社会が自ら作 り出 した技術 とそれに伴 う危険とに直面 しなければならない。この
4)自

己内省的近代の産業社会を,ベ ックは 「危険社会」(Beck1992,p.9;邦 訳8頁)と 名づけ

る。彼自身が特に注目する原子力や化学薬品などのもた らす危険は,ま さに高度技術システ

ムのネ ットワークが生み出す危険の典型であり,彼 が取 り上 げたのは,こ うした高度技術

システムのネ ットワークが生み出す危険をどのように 「マネジメン ト」するかという問題

(Beck1992,pp.19-20;邦 訳25頁)で ある。まさに,筆 者 と基本的には同じ問題意識 に立

つものである。 したが って,ベ ックの議論を中心に,こ の研究の価値的な位置づけをすると

ともに,研 究の方向性を考えたい。

ベ ックは,高 度技術 システムのネッ トワークがもたらす危険を以下のように特徴づけてい

る。(Beck1992,pp.22-24;邦 訳28-30頁)

-

り
白

9
U

4

に
」

これらの危険は,不 可視的,不 可避的,そ して不可逆的である。

これらの危険は,究 極において普遍的である。つまり,誰 も逃れようがない。

これらの危険は,ビ ジネスの機会となりうる。

これらの危険は,新 たな政治的存在や問題を生み出す。

これらの危険は,政 治と非政治との境界をあいまいにする。

上で非政治の領域 とは第一の近代 における産業過程であり科学 ・技術過程である。つまり,

伝統的近代においては,産 業過程の主要部分を担う企業の経営管理や,科 学 ・技術過程の主

要部分を担う大学や企業の研究開発は,社 会の発展をもたらすものとして非政治的領域と見

なされた。ところが,自 己内省的近代にあって,社 会形成において企業や科学 ・技徳の影響

力が非常に強大になると,産 業過程や科学 ・技術過程の領域においても,政 治 との境界があ

いまいになり,政 治 とも非政治 とも分類できない 「サブ政治」(Beck1992,p.186;邦 訳381

頁)と 名づけられた領域 となる。「サブ政治」においては,必 ず しも民主主義の常識 は通用

しない。社会に多大な影響を与える決定が,議 会制民主主義を経由 しないで権力分立さえ未

分化の過程の中でなされる。他方,国 家やマスメディアは企業経営や研究開発の内部領域 に

干渉 しようとする。それには当然ながら抵抗が生 じ,双 方が正当化を求める。技術の発展方

向やその結果について,も はや科学は統一的な見解を示すことができない。 こうして,政 治

の枠 は取 り払われ,政 治 と非政治 との境界はあいまいになる(Beck1992,p.14,pp.183-212;

邦訳16頁,376-424頁)。 こうしたベ ックの見方が,歴 史的に普遍的に妥当であるかについ

ての疑問はある。 しかし,企 業経営や科学 ・技術は政治から自由であるべきという主張が,

さほど奇異に感 じられないことや,他 方で,近 年において企業の社会的責任や科学 ・技術の
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倫理などの議論が盛んになってきていることか ら考えると,ベ ックの主張は,少 な くとも現

代の 日本社会 においては一定の妥当性を有するものと思われる。

では,技 術の発展方向やその結果について,も はや科学が統一的な見解を示す ことができ

ないというのはなぜか。ベ ックによれば,高 度技術システムの 「安全性」(裏 返せぱ 「危険

性」)は 科学的知識に依存 してお り,危 険を危険として 「可視化」 し 「解釈可能」にするに

は科学の知覚器官,す なわち理論,実 験,測 定機器が必要とされる(Beck1992,pp.26-27;

邦訳35-36頁)。 か くして,自 己内省的近代において,危 険の認識には,科 学は必要不可欠

なものとなる。 しか し,他 方で,認 識の 「正 しさ」の指針として,科 学は不十分なものとな

る。 まず,科 学の批判的態度が科学自体に向け られることで科学的知識 に内在する不確実性

が明 らかになっている。また,科 学は自らの生み出した諸問題(た とえば,高 度技術 システ

ムにともなう危険)と も対決 しなければならな くな った。科学はもはや問題を解決する源泉

だけではなくなる。同時に問題を生み出す源泉 となり,批 判の対象 となる。さらに,科 学の

専門化 ・細分化の進行によって,条 件付きの,不 確実な,相 互関連のはっきりしない細かい

研究結果が生み出されるばか りとな り,「正 しい再検証のルール」が通用 しない群雄割拠の

状態 となる。最後に,こ れまで行政,政 治,産 業,公 共 という領域にあって科学の受 け手で

あった者が,科 学の形成過程にも関わって くる。科学の応用に携る者,す なわち高度技術 シ

ステムの形成 に関わる者は,科 学による一義的支配から免れ,自 律性を得ていく。彼 らは,

自分たちの都合で,細 分化された科学の専門家集団を選択できるようになった(Beck1992,

pp.155・-157,163-173;邦 訳317-321,332-361頁)。 こうして,第 二の近代において,科 学 ・

技術の形成過程は,よ り広範囲にわたる,非 線形的,分 権的で,複 雑な社会的過程となった。

したがって,高 度技術システムやそのネットワークの安全や危険の形成を理解するためには,

それに関わる科学 ・技術領域の社会過程の詳 しい吟味が必要だということになる。

企業の経営過程の精査 も高度技術システムやそのネ ットワークの安全の形成において重要

となる。二つの理由がある。一つは,既 に述べたように,企 業が科学の技術的利用の大半を

実際に行 っているか らである。もう一つは,企 業における労働関係における変化である。分

業が進展 した状況においては,専 門と専門との協同が安全の形成には必要である。 これは,

高度技術 システムの開発のみならず,そ の生産や運用においても同様である。 しか しながら,

完全就業か ら部分就業への移行が進むと,こ うした協同が困難 になる。ベックの言葉を借 り

れば,現 代の産業において,フ レ ドリック ・テイラーの 「細分哲学」の対象は,労 働内容

についての勤務関係か ら,時 間と労働契約に関わる勤務関係へ と移 された(Beck1992,pp.

140-149;邦 訳275-293頁)。 こうした勤務形態的細分化は,職 務細分化と同様,労 働コス ト

節約 という点において,生 産性向上には寄与す るであろう。 しか し,職 務へのコミットメン

トという点で,従 来のテイラー主義以上に協同への深刻な影響をもたらすかもしれない。 ジ
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グムン ト・バ ウマンによれば,伝 統的な,「 重い」資本主義の時代,経 営学の焦点は,労 働

力を囲い込むこと,定 着を強制すること,予 定通 りに動かすことであったが,軽 い資本主義

の時代になると,経 営の中心課題 は,労 働力の削減,移 動へ と移行 した(Bauman2000,pp.

121-122;邦 訳158-159頁)。 このため,不 安定さは,あ らゆる生活の,特 に労働と雇用によ

って成 り立つ生活の,も っとも基本的な状況 となっている。 これは,人 々の行動において利

己的 ・近視眼的な選択を招 くようになる(Bauman2000,pp.160-165;邦 訳207-214頁)。 こ

うして,全 体的 ・長期的な視野に基づいた判断に基づいた職務へのコミッ トメン トは希薄化
5)

し,そ こから生 じる職務間 ・専門間の隙間から危険が発生する。逆に,科 学 ・技術や産業の

領域で増大する不確実性や危険が,企 業の身軽 さや柔軟性への選好を高め,企 業内外におけ

る労働力の勤務形態的な細分化を招 くという側面もある(Beck1992,p.220;邦 訳435頁)。

以上を踏 まえると,高 度技術 システムのネットワークが生 み出す危険の論理を知 り,安 全

形成のために,そ のマネジメントを しようとする研究は,第 二の近代における社会の自己内

省実践の一つであるといえる。つまり,こ の研究の価値的立場は,近 代の反省 ・自己言及の

一つであって
,近 代の否定を目指す ものではない。また,こ の研究を進めるうえで,科 学 ・

技術の開発,生 産,運 用,そ れに関わる企業内および企業間における社会過程の理解が,危

険のマネジメント,安 全の形成の鍵となることが見出された。科学 ・技術の開発,生 産,運

用,そ れに関わる企業内および企業間における社会過程の理解を進めるためには,ベ ックの

ような概念的 ・理論的な議論だけではなく,現 実の社会過程の経験的研究 も必要である。 こ

うした経験的研究を実施するにあたって,筆 者が採用 しようと考えているのは,「技術の社

会的形成」アプローチである。すでに見たように高度技術システムやそのネットワークの安

全や危険の形成過程には,様 々な人的要因,物 的要因,制 度的 ・構造的要因が関わっている。

これは,技 術の社会的形成 と同様である。技術の安全性が,技 術特性の1つ であるとすれば,

技術の社会的形成を知 るための研究アプローチが,技 術の安全の社会的形成 にも適用できる

のは当然だといえよう。 そこで,次 節においては,「 技術の社会的形成」アプローチについ

て説明する。

3技 術の社会的形成アプローチ

高度技術 システムのネ ットワークの安全や危険の形成過程を理解するために,こ の研究で

採用 しようとしているのは,「技術の社会的形成」 という研究アプローチである。「技術の社

会的形成」は,そ の主唱者によれば,特 定の研究アプローチを指す ものではなく,か なり広

範囲な科学 ・技術 ・社会研究の集合体を指 している。「技術の社会的形成」 に含められる研

究 に共通する特徴 として,① 技術 と社会 との複雑な相互作用の認識,② 社会から技術への作

用の重視,③ 人間による技術の能動的な管理への志向性,④ 過度の一般化を許さない詳 しい
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経験的研究に対するこだわ り(MacKenzieandWajcman1999,pp.xiv'-xvi),⑤ 技術の内容と

技術変化の過程の吟味への注力(WilliamsandEdge1996,pp.865-866)が 挙げられる。

しかし,筆 者は敢えて,技 術と社会との関係の分析において,「 技術の社会的形成」の主

唱者 自身の独 自の見方を,研 究アプローチとしての 「技術の社会的形成」 として定式化 した。

以下がその要件である(原2007)。

第一に,技 術 と社会 とを切 り離せないものとして把握 しながらも,前 者を物と人間 との関

係,後 者を人間と人間との関係 ということで,概 念的には区別 し,そ れぞれが相互作用 して

いて,い ずれもが相手を決定できない ものとして考える。 これが大前提である。

第二に,研 究の目的は,こ の技術 と社会 との複雑な相互作用の関係を解明 していくことで,

人間が技術を能動的に管理するための基盤 とすることである。

第三に,過 度の一般化や抽象化を避 け,特 定の状況に細心の注意を払いつつ,詳 しい経験

的研究に基づいた議論をする。事例研究の積み重ねを主たる研究方法とする。データ収集や

その分析においては,質 的方法を欠かすことはできないが,計 量的方法を退 けるものではな

い。

第四に,技 術の内容 と技術形成および変化の過程を,社 会 との複雑な関係が現れるところ

まで,詳 しく吟味 し,記 述する。 このとき,常 に正の側面 と負の側面の双方の発見に心を配

る。

第五に,特 定の技術の形成過程に関わる異なる利害関心を持った主な個人や集団を特定 し,

それぞれの技術の解釈や行動,相 互作用について把握する。

第六に,技 術の形成過程を制約 している主な物的存在について特定 し。その作用や可変性

について吟味する。

第七に,直 接には観察できないが,社 会における人間の行動を制約 している歴史的 ・構造

的要因についても分析のフレームワークに加え,そ の作用や可変性について検討する。その

とき,単 に経済的要因のみな らず,国 家や軍,ジ ェンダー,宗 教,国 民文化など多様な要因

の作用にも配慮する。

最後に,こ れらの考察を統合 して,多 様な主体,物 的制約,構 造的制約の相互作用関係に

留意 しつつ事例研究としての再構築を図る。 このとき,必 ず しも単一の説明に収敏 させる必

要はなく,説 明としての妥当性が保てるのであれば,複 数の説明を並列 させて も構わない。

可能であれば,こ れをもとに実践的なインプリケーションを引き出すが,拙 速に進めるべき

ではない。

以上のような要件を掲げる研究アプローチを,高 度技術システムのネ ットワークの安全や

危険の形成過程,と りわけ前節で述べたように,企 業内や企業間における高度技術 システム

の開発 ・生産 ・運用の過程における安全や危険の形成過程に対 して適用する。次節において
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は,「 技術の社会的形成」アプローチを,医 療と交通 という二つの領域の高度技術 システム

のネ ットワークにおける事例に試験的に適用することによって,こ のアプローチの有効性を

確認 してみたい。

4「 技術の社会的形成」アプローチの試験的適用

ここでは,「 技 術 の社会 的形成 」 アプ ローチが,高 度 技術 システ ムやそのネ ッ トワー クの

安 全や危険 の形 成過 程の分析 に適用可能 であ るか ど うか につ いて試験的 に吟味 した い。 そ こ

で,医 療 と交通 とい う高度技術 シス テムのネ ッ トワー クにお ける,文 献情報 にのみ基 づいた

2つ の事例 を用 いて考察 してみ よう。

一 つ は
,サ リ ドマイ ドの事例 であ る。 サ リ ドマイ ドは,1957年 に睡眠薬 と して発売 され,

世 界中で広 く服用 された。実験動物 を用 いた催奇性 の試験 を不幸 に も潜 り抜 けたサ リ ドマイ

ドは,既 存 の競合医薬 との比較 の もと 「完全 に安全 な薬」 として市場 に売 り出された(Ste-

phensandBrynner2001,pp.3-17;邦 訳15-37頁)。 しか し,そ れ は,ま もな く大 規模 で悲劇

的 な薬 害事件 を引き起 こ した。霊長 類 に対 してサ リ ドマイ ドは通常の服用量 で催奇性 を有 し

ていたので ある。発 売か らしば ら くす る と,妊 娠 中に,こ の薬を服用 した女性が産 んだ子供

に高い頻度 で奇形 が生 じた。典型 的 には,腕 や脚 が極端 に短 いアザ ラ シ肢症 と呼 ばれ るもの

であ る(StephensandBrynner2001,pp.20-37;邦 訳42-68頁)。 この世界 中で大発 生 した先

天異 常の原 因が突 き止め られるまで には,相 当の時 間がかか った。一つ には,世 界 中で さま

ざ まな商 品名で発売 されて い るうえ に,「 完全 に安全 な薬」 として,他 の薬剤 と混 ぜ合 わ さ

れた り,処 方箋無 しで売 られ た り,妊 娠 中に服用 した医薬 と して挙 げ られなか った りしたた

めだ といわ れ る(StephensandBrynner2001,p.16;邦 訳36頁)。 ま た,1960年 に は サ リ ド

マイ ドへの疑 いが公 にな ったが,医 学 内部 の論争 は,す ぐに は収束 しなか った。 その間 も医

学専 門誌を あま り読 まない一般 の医師 たちは,こ の薬 を処 方 し続 けた。1961年 の暮 れにな っ

て,よ うや くサ リ ドマイ ドは市場 か ら排除 され始めた(StephensandBrynner2001 ,pp.20-36;

邦 訳42-66頁)。 その後,サ リ ドマ イ ドは市場 か ら姿 を消 し,各 国で新 規医薬 品の製造 販売

承認 について の規制 が強め られた。 サ リ ドマ イ ド薬害被害 者の悲劇 は続 き,こ の事件 及 びこ

れ か ら派 生 した事件 を め ぐって法 廷 とメデ ィア におい て争 われ るこ とにな った(Stephens

andBry!mer2001,pp.62-99;邦 訳106-160頁)。 ま さ に前節 でベ ックが述 べた ことを例 示す

るかの ような事態 であ る。

ところが,こ の忌 み嫌われ る ことにな った薬が,現 在,復 活 しつつ あ る。 しか も,素 晴 ら

しい特効薬 と しての祝福を受 けて,で あ る。 サ リ ドマイ ドが,ハ ンセ ン病 お よびその合併症

であ る 「らい性結節 性紅斑」 とい う難病 の特 効薬 である ことが,1960年 代,既 に危 険な薬 と

しての レッテル が貼 られた後 に見出 され た。 その後,サ リ ドマイ ドは,目 立 たない流通経路



安全の社会的形成に関する予備的考察 39

によってハ ンセン病患者に処方されていたが,1990年 代前半に,こ の医薬が,エ イズの症状

にも効果があることが見出されると事態は急変 した。エイズ患者の需要が爆発的に増加 した

か らである。放置 していると不透明な流通経路によってサ リドマイ ドを獲得 した妊娠中の患

者が副作用を知 らずに服用 して しまうかもしれない。 こうした状況下で,ア メ リカ合衆国に

おいて,セ ルジーンという製薬会社と連邦食品医薬品局(FDA)が 中心となって,サ リド

マイ ドの管理 された流通 システム(STEPS)を 構築 した。 これは,登 録制,医 師や薬剤師

・患者への教育,避 妊カウンセ リング,妊 娠試験法 の普及,イ ンフォーム ド・コンセ ント

(患者への説明 ・情報供与に基づ く同意取得)の 徹底,流 通経路の管理,定 期的な追跡調査

の義務化などか らなる。 こうして,政 府規制機関,製 薬会社,医 師,薬 剤師,患 者,流 通業

者,そ の他の関係者の意識的な努力 と,物 的な手段の利用,管 理 された流通 システムの制度

化によって,サ リドマイ ドが潜在的に変わ らず有する危険性にも関わらず,「 安全 に」それ

を必要 とする患者に届けられるようにな った(TimmermansandLeiter2000;Stephensand

Brynner2001,pp.121-161;邦 訳195-258頁)。

もう一つの事例は,新 幹線である。東海道新幹線が営業運転を開始 したのは1964年10月 で

あり,以 降40年 以上の長期にわたり,乗 客の死傷を伴 う事故はな く,シ ステムとしての大き

な事故 もない。現在,東 海道新幹線は東京と新大阪の間を16両 編成,満 席で1300人 以上の乗

客を短いときは5分 程度の間隔で一 日150本 以上(2007年9月 現在)往 復 している。名古屋

止まりの列車 も含めると数はさらに増える。東海道新幹線が長期にわたって維持 してきた安

全は,ど のように形成 されてきたのか。

まず,列 車間の衝突などを防 ぐため,新 幹線 にはATC(AutomaticTrainControl:自 動列

車制御装置)が 備えられている。 これは,停 止信号を越えた場合に運転士 に警告を与えた り

自動的に列車を停止させた りするATS(AutomaticTrainStop:自 動列車停止装置)と は異な

り列車の速度を所定の範囲に自動的に抑制するものである(山 之内2005,208頁)。 これは,

高速走行中に非常停止をしようとしてもす ぐには止まらないこと(数kmも 進むとされる),

また,一 旦停止 させた後に再度出発 となると時間のロスが大きいこと(角 本1964,73頁)

などか ら採用 されたとされる。

次に,自 動車等との衝突事故を避けるため踏切が全 く設けられていない。すべて立体交差

とされている。さらに線路内に人が立ち入 らないように高架にしたり防護柵を設けた りする

など物理的な対策がとられた。また,営 業開始 とともに罰則を伴 う 「新幹線特例法(新 幹線

鉄道の列車運行の安全を妨げる行為の処罰に関す る特例法)」 が施行された(齋 藤2006,56

頁)。

さらに,午 前0時 から6時 までの間は,列 車の運行を全て停めて,専 ら保線作業に当てる

ことになっている。 この間に機械を使用 して線路や電力設備の保全がなされる(齋 藤2006,
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45-46頁;新 星 出版社2007,190-191頁)。 新 幹線の開通前 には,夜 間 に貨物列車 を走 らせる

とい う計画 もあ ったが,安 全 のため に取 り下 げ られ た(山 之 内2005,209-210頁)。

ま た,地 震 や架線事 故 な どの非 常 時 に緊 急 に送 電 を遮断 し列車 を停 め るシステ ム もある

(新 星 出版 社2007,200-203頁;山 之 内2005,208-209頁)。 飛 行機 と違 って,鉄 道 システ

ムにお いては停め る ことが原則 と して安全確保 につ なが る(三 戸2005 ,181頁)。 な お,大

雨,大 雪や台風 によ って新幹線 が運休 される こともある。 このこ とは,開 業 当初 にお いて,

と りわ け頻 繁で あった(齋 藤2006,164頁)。

そ の うえ,新 幹 線 で は,東 海道 新幹 線 の開業 当初 か らCTC(CentralizedTrafficControl:

列 車 集 中制 御装置)が 導 入 され,集 中制 御が な されて いる。 これは,列 車 の運転,車 内状況,

電 力,信 号,施 設保全 に関す る情報 を全 て一点集 中す る ものであ る。 これ によ って,情 報 の.

共 有化 の ための物理的 な基盤 が整え られ た(齋 藤2006,37-39,53-54頁;角 本1964,83-

86頁)。 ま た,新 幹線 運営 業務 は,当 時 の国鉄 にお いて東 海道新幹 線支社(1970年 よ り新幹

線 総局)と して独立 の組織 によ って運営 された(齋 藤2006,32-34頁)。 さ らに,組 織構造 だ

けで は解決 で きな い官僚 制組織 のセ クシ ョナ リズムの克服 に も努力 がな された(齋 藤2006,

54-55,89-90頁)。

最 後 に,上 述 の要 因の他 にも,以 下 に示す よ うに,多 くの要 因が新幹線 の安全 を支え てき

た。

① 在来線 とは全 く別個の線路,駅 を使い,車 両の種類 も,列 車の種類 も少な く,シ ンプ

ルであること(山 之内2005,210頁)。

② 雪の多い関が原付近にはスプ リンクラーが設置され,名 古屋駅では人手によって着氷

を落 とす作業がなされたこと(齋 藤2006,129-137,139-141,168-171頁;新 星出版

社2007,68-69頁)。

③ その他,車 両や架線,線 路,路 盤,ト ンネルなどにおいても列挙 しつ くせない数の対

策がほどこされていること(新 星 出版社2007,80-183頁)。

④ 列車ダイヤは当初は30分 おきで次第に増やされていったこと(新 星出版社2007,68-

69頁)。

⑤ スピー ドも当初は最高時速200kmに 抑え られ,次 第に速められていったこと(新 星

出版社2007,66頁)。

⑥ 概ね48時 間以内に行われ る仕業検査,30日 または3万km走 行以内に行われる交番

検査,18ヶ 月 または45～60万 ㎞ 走行以内に行われ る台車検査,36ヶ 月または90～

120万 ㎞ 以内に行われる全般検査などの車両検査(齋 藤2006,44-45頁;新 星出版

社2007,186-187頁)。
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⑦ 新 幹線 電気軌道総 合試験車(通 称 ドクターイエ ロー)を 使 って,定 期 的に,軌 道 およ

び架線,信 号電流 の状態 を検査測定 して いる こと(齋 藤2006,46-47頁;新 星 出版社

2007,194-195頁)。

⑧ 職 員 の選 抜や教育 に も注意 が払 われて い るこ と(齋 藤2006,50-51頁)。 作 業 につ い

ては,標 準化 の徹 底が図 られ,チ ェック リス トが利用 されてい ること。指 令用語 の統

一 も図 られ た こと(齋 藤2006
,117-8,124-129頁)。

⑨ 開業 当初 に頻発 した様 々な小事故 や故障,ト ラブル の経験 と対策 の積 み重 ね によ って,

シ ス テムの安全 性 が高 め られ てい った こ と(齋 藤2006,59-・99,108-116,137-139,

141-149,217-220頁)。

⑩ 鉄道 の正確 な運行 を当然視す る 日本 社会 の価 値観 とそれ に したが った鉄道 職員 や乗客

を含 めた人 々の意識 的,無 意識 的な行動パ ター ン。 その結果 と して の鉄道 の正確 な運

行(三 戸2005)。

これらの諸要因が東海道新幹線の安全を形成 していった。 とりわけ,重 要であるのは,そ

れが,一 度に達成されたわけではなく,上 記⑨に述べたように,小 事故,故 障,ト ラブルの
6)

発生 と対策の積み重ねによって次第に形成 されていったことである。

以上の二つの事例で見 られるように,高 度技術 システムのネッ トワークの安全の形成には,

物的な要因(処 方箋,避 妊用具,妊 娠診断薬,ATC,CTC,ス プ リンクラーな ど),人

的 ・組織的な要因(制 度的な統合あるいは組織的な統合による関係者の利害の共通化と情報

共有,標 準化の徹底,各 社会集団が共有する時間厳守の価値観など),制 度的要因(管 理 さ

れた流通 システム,法 令,規 制,教 育訓練制度,運 行時間 と保全時間との区別,定 期検査の

制度など)が 関わっていることがわかる。 そのほか,サ リドマイ ドの事例からは,安 全であ

るという思い込みが危険につながり,危 険だという認識が安全の基礎につながるという,安

全 と危険の形成に関わる重要なパラ ドックスが示唆された。また,新 幹線の事例か らは,徐 々

に本数を増やしたり,ス ピー ドを上げた り,事 故や トラブルを経験 して改善を施 したり,と

いう漸次的なシステムの高度化の過程が安全形成のために重要であるという示唆が見出され

た。以上の検討から,高 度技術 システムのネッ トワー クにおける安全や危険の形成過程の研

究に 「技術の社会的形成」アプローチが適用可能であることが分かる。今後は,高 度技術シ

ステムのネットワークの安全の(あ るいは危険の)形 成過程のより詳 しい事例研究を,こ の

研究アプローチに基づいて行 うことで,安 全形成のための基礎理論や具体的方策の立案が可

能になるものと思われる。



42 第197巻 第4号

5要 約と今後の研究課題

本稿においては,現 代社会における安全を左右する高度技術システムのネ ットワークの安

全の形成について,経 営学の立場から研究するための準備として,価 値観 研究対象,研 究

方法について,先 行研究や試験的な事例研究を通 して検討 してきた。 この研究は,第 二の近

代における社会の自己内省実践の一つとして価値的に位置づけられる。従来は,第 一の近代

の社会科学として,科 学 ・技術の(経 済的)利 用が多 く論 じられてきた。筆者は,第 二の近

代の社会科学では,科 学 ・技術の利用 ばかりでな く,(社 会的)抑 制をも論 じるべきである

と考える。

次に研究対象であるが,現 代の科学 ・技術の開発 ・生産 ・運用は,主 として企業によって

担われている。科学 ・技術の過程 と産業の過程とは,こ れまでの閉鎖性を正当化できな くな

ってきている。これらの過程に踏み込み理解 したうえで方策を考えることが高度技術 システ

ムのネッ トワークの安全形成の鍵 となる。そこで,企 業内および企業間における科学 ・技術

の開発 ・生産 。運用を中心として,そ れに関わる大学や政府機関など,企 業以外の組織や制

度 も含めた安全(あ るいは危険)の 形成過程 こそが,研 究対象とされなければならない。

現実の高度技術 システムのネットワークの安全(あ るいは危険)の 形成過程を経験的研究

で明らかに したうえで,安 全の形成 に役立つ基礎理論と具体的方策を得ようとするのが本研

究の方法的展望である。 この経験的研究の方法としては,事 例研究を中心 とした 「技術の社

会的形成」アプローチが適 していると考えられる。技術の安全(危 険)の 形成過程は,技 術

の形成過程の一部でもあるか らだ。 そこには,人 的 ・組織的要因,物 的要因,制 度的 ・構造

的要因の相互作用が関わっていると考え られる。実際,サ リドマイ ドおよび新幹線 における

安全形成過程の試験的な事例研究において,そ のことは確かめ られた。

今後の課題として,技 術 システムの安全について,工 学や技術的実践の場で蓄積されてき

た議論,科 学技術社会論 において重ね られてきた批判的議論,少 数なが らも経営学や組織論

においてなされた議論を,理 論的 ・批判的に整理 ・検討 し,高 度技術 システムのネ ットワー

クの安全ない し危険の形成 についての理論的枠組みを構築する必要がある。そして,医 療 シ

ステム,交 通システム,工 業生産 システムなどの現実の高度技術 システムのネッ トワークの

安全(な い し危険)の 形成過程について,文 献資料だけでな く,実 際のフィール ドワークか

らもデータを得ることで,よ り詳 しい事例研究の実施がなされなければな らない。こうして

得 られた理論的枠組みと経験データを用いて,安 全の社会的形成の基礎理論 と具体的方策が

最終的に目指される。
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注

*本 稿 は,平 成19年 度 日本学術振興会科学研究補助金(基 盤研究(C))(課 題番号19530333)に

サ ポー トされた研究成果の一部である。記 して謝意を示 したい。

1)「 骨 組み」 としたのは,技 術システムが社会 と別個のものではなく,社 会が作 り出 した社会の

一部であ り
,か つ社会 を社会 として成 り立 たせている不可欠の要素であることを示 したいがため

である。技術と社会 とは同一物ではないが,不 可分の ものであり,い ずれか無 くして存在できる

ものではない(cf.StrumandLatour1999)。

2)こ の予測は社会的に形成 される。 これ も著者の主要研究関心の一つである。

3)数 少 ない例外のうちの一つがPerrow(1984)で あ る。彼は,技 術的 ・組織的連結と相互作用

とい う視点から,危 険の問題に取 り組んでいる。 また,宗 像(1989)は,技 術の理論的研究であ

り,技 術の安全問題について も示唆に富む。 しか しなが ら,こ れ らの先行理論の検討については,

別 稿に譲ることとする。

4)こ こで 「リスク社会」とせず 「危険社会」としたのは,同 書の邦訳をした東廉氏が邦訳書の訳

者あ とがきで述べているように,「 リスク」 とい う日本語の語感では,原 著で著者が意図 してい

る万人に迫 っている逃れようの無い危険の深刻 さが充分に伝わ らないからである(東1998,463

頁)。

5)こ の問題は,も しかすると,日 本において,も っとも深刻に現れるかもしれない。近年 まで,

日本の組織 ・社会は,長 期的なコミッ トメ ントで特徴づけられていた(Dore2000)。 しか し,雇

用関係や企業間関係における流動化が進むにつれて,こ うした長期的 コミットメ ントが揺 らいで

くると,そ れを前提に構築 されてきた 日本の高度技術システムのネ ットワークの安全が保てな く

なるかもしれないか らである。

6)幸 運 に も人身被害には至 らなか ったが深刻な事故 も何度かあった。1966年4月25日 には,車 両

の車軸が折れる事故 があ った(山 之内2005,211頁;齋 藤2006,149-159頁)。 ま た,1973年2

月21日 に は回送列車がATCの0信 号(停 止信号)に も関わらず停止せず分岐器 を壊 して先頭部

が本線 に出て しまうとい う事故 があ った(山 之 内2005,211-212頁)。1974年9月12日 には,0

信 号 で停止 していた列車が進行を指示す る30信 号 に したが って進行 しは じめたに もかかわ らず,

前 方の分岐器が他の線を開通させているという トラブルがあった。この場合は,運 転士が気づい

て緊急停車 し事故は回避された(山 之内2005,212-213頁)。
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